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業務費内訳書（様式４）記載要領 

 

 業務費内訳書（様式４）は、入札書記載金額（契約希望金額から消費税及び地方消費税相当額を除いた

額。以下同じ。）に対する積算の内訳書となります。 

 記入にあたっては、合計（⑮）の金額が入札書記載金額と一致するよう、次の事項に留意のうえ作成し

てください。 

項目名 説   明 

直接人件費 

その１ 

① 

 『直接人件費（③＝①＋②）』は、清掃等の建築保全業務に直接従事する技術者 

が、当該業務を行うため、その労働力を消費することによって発生する費用で、 

当該技術者の賃金に相当します。 

 そのうちの『直接人件費その１（①）』は、入札書記載金額の算出に当たり想定 

した直接人件費のうち、日常的に業務に従事する労働者（労働基準法第９条に定 

める労働者）の給与（基本給、所定内手当）及び賞与の額の合計額を、記入してく 

ださい。 

 なお、時間外手当や夜勤手当といった所定外手当や、定期清掃等で臨時的に投 

入される業務従事者、代替職員費用、役員等の報酬等は、当該項目の費用から除 

いてください。 

直接人件費 

その２ 

② 

  業務従事者に関する時間外手当や夜勤手当の所定外手当のほか、定期清掃など 

臨時的に従事する業務従事者の給与等の合計額を記入してください。 

直接物品費 

④ 

  清掃等の建築保全業務に直接従事する技術者が、当該業務を行うのに必要な物 

品を消費することによって発生する費用を、記入してください。 

（例） ア 消耗品費（石けん、床維持剤、はく離剤、ワックス、洗剤、研磨剤、消 

     毒用アルコールや界面活性剤を含む洗剤等） 

    イ 消耗部品・材料費（ゴミ袋、トイレットペーパー、便座シート、便座除 

菌クリーナー、手洗石けん液等） 

    ウ 工具・用具費（脚立・危険防止用具、工具、清掃用具等） 

    エ 機械器具費（計測機器、真空掃除機、床磨き機等） 

    オ その他（上記に属さない直接物品費） 

その他 

直接業務費 

⑤ 

  清掃等の建築保全業務において、業務の履行に必要な直接的な費用で、直接人 

件費計（③＝①＋②）及び直接物品費（④）に掲げた費用以外の費用を、記入して 

ください。 

業務従事者 

に係る 

法定福利費 

⑦ 

１ 業務従事者に係る健康保険料、介護保険料、厚生年金保険料、労災保険料、雇用 

保険料その他の社会保険料に係る事業主負担分の金額を記入してください。 

２ 「直接人件費その１（①）」に金額を計上しているにも関わらず、当該費用を計 

上していない場合は、記載内容に不備があるとみなします。 
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業務従事者 

に係る 

健康診断経費 

⑧ 

  業務従事者の労働安全衛生法に基づく定期健康診断に係る費用を記入してくだ 

さい。 

教育・訓練費 

⑨ 

  業務従事者の教育・訓練費に係る費用を記入してください。 

（例）建築物清掃業務の登録要件である業務従事者に係る研修費用 

その他 

業務管理費 

⑩ 

  業務を実施するうえで、受託者が現場業務を管理運営するために必要な直接業 

務費以外の費用で、別枠で計上の法定福利費（⑦）健康診断経費（⑧）及び教育・ 

訓練費（⑨）を除いた費用を記入してください。 

（例）業務責任者給与及び法定福利費、業務従事者及び業務責任者に係る福利厚生 

費及び退職金（掛金含む）、労務管理費、安全管理費、通信交通費、事務用品費、 

公租公課、保険料、その他 

一般管理費等 

⑫ 

  一般管理費等は、受託者が企業を維持運営していくために必要な直接業務費及 

び業務管理費以外の費用を記入してください。 

（例）役員、従業員（業務従事者、業務責任者除く）給与・法定福利費・福利厚生費、 

修繕維持費、通信交通費、光熱水費、調査研究費、広告宣伝費、交際費、その他 

その他費用 

⑬ 

直接業務費、業務管理費及び一般管理費等に掲げる以外の費用 

（例）付加利益等 
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【記載例】※記載例は月額となります。 

 
 

（内　　訳）

400,000 円

42,000 円

442,000 円

6,000 円

41,600 円

489,600 円

400,000 円

2,700 円

2,000 円 業務従事者に係る教育・訓練費用

5,800 円

50,500 円

24,900 円

5,000 円

29,900 円

570,000 円

摘　　　　　　　　　　　　要金　　　額項　　　　目

直接物品費
（④）

・日常的に従事する業務従事者の給与(基本給、所定内手当)及び賞与の額
・『①の金額　≧　「様式１-２（業務従事者賃金支給計画書）」の合計額（Ａの金額）』
となるよう作成

業務従事者が本業務を行うのに必要な物品を消費することによって発生する費用

直
接
業
務
費

直接人件費計
（③＝①＋②）

・①に掲げた業務従事者の所定外賃金（時間外手当、夜勤手当等）
・臨時的に投入する業務従事者（①に掲げる者以外）に係る給与

直接人件費その１
（①）

直接人件費その２
（②）

計
（⑥＝③＋④＋⑤）

計
（⑪＝⑦＋⑧＋⑨＋⑩）

直接業務費及び業務管理費以外の経費で受注者が企業を維持運営していくために
必要な経費

一
般
管
理
費
等

その他業務管理費
（⑩）

計
（⑭＝⑬＋⑫）

その他直接業務費
（⑤）

業務従事者に係る
法 定 福 利 費

（⑦）

・業務従事者に係る社会保険の事業主負担金経費
・｢直接人件費その１（①）」の金額の記載があるにも関わらず、当該項目に金額の計
上が無いものは不可。

業
務
管
理
費

教育・訓練費
（⑨）

上記一般管理費に属さない不可利益等

一般管理費
（⑫）

その他費用
（⑬）

入札書記載金額（契約希望金額から消費税及び地方消費税相当額を除いた額）と
一致

合　　計
（⑮＝⑥＋⑪＋⑭）

業務従事者に係る
健康診断経費
（⑧）

直接人件費又は直接物品費に属さない直接業務費

受託者が現場業務を管理運営するために必要な直接業務費以外の費用で、⑦から
⑨以外の経費

労働安全衛生法等に基づく業務従事者の定期健康診断に係る費用

各項目とも、値引き「△○○○，○○○円」といった金額を減ずる

記載は不可。（端数調整は除く。）

①の項目に金額を計上しているにも関わらず、当該項目に金額（労災保険

料相当額以上）の記載がないものは不可。

・入札書記載金額（契約希望金額から消費税及び地方消費税相当額を除いた額）と

一致しないものは不可。

・入札時に指定された方法に応じて、「総価」又は「月額」にて記入。

・本記載例は月額による。


